
平成２９年度事業計画

［事業運営基本方針］

当センターは中核的支援機関として産業振興や雇用拡大等に貢献し、活力あ
る地域づくりに寄与するため、関係機関等と連携のもと、総合的かつ広範囲な
各種中小企業支援事業に取り組んでいるところである。

県商工労働部では平成２９年度当初予算において、「あおもりイノベーショ
ンによる成長産業の創出」「産業人財不足の克服」を２つの柱として掲げ、地
域経済の自立的な発展と県民所得の向上に向けて、本県の強みを生かした成長
産業の創出に取り組むこととしている。

当センターの平成２９年度事業計画においても、センターの多様な専門的人
材、支援策を活用し、また、県の政策と連携しながら、創業者、県内中小企業
等を支援するとともに、その成果を積極的にＰＲすることで、引き続き県内産
業の振興、雇用の創出に貢献していくものである。

Ⅰ．公益目的事業１

１．産業総合支援事業

・総合相談調整事業
（１）業務遂行方針

企業が抱える技術・経営・市場開拓等の課題に対処するため、ワン
ストップサービスにより相談対応するとともに、一貫した支援を各支
援機関と連携しながら総合的に行う。

また、プラットフォームを構築し、産業支援情報ネットワークを活
用して情報の共有化を図るとともに、創業者・中小企業者のニーズに
適応したサービスを提供する。

（２）事業計画
①総合支援調整事業（平成１２～）２，７１５千円

新事業の創出等企業からの各種相談に対し、ワンストップサービス
で対処するため、相談窓口を開設し、課題を抱える企業に対し総合的
な支援を行う。

②コーディネーター設置事業（平成１２～）２５，４８３千円

中小企業等の経営支援等に知見を有するコーディネーターを設置
し、課題を抱える企業への一貫支援のほか、研究シーズと企業ニーズ
の掘り起こしから実用化・事業化までのコーディネート活動を促進す
る。

③よろず支援拠点事業（平成２６～）７９，０００千円

中小企業・小規模事業者支援に優れた能力・知識・経験等を有するチー
フコーディネーター及びコーディネーターを配置し、地域の支援機関と連携
しながら、中小企業・小規模事業者が抱える売上拡大や資金繰り等の経営
課題に対して、ワンストップで対応する。

・経営革新支援事業



（１）業務遂行方針
本県の中小企業において人材・技術・情報等の経営資源を円滑に確

保するための支援体制の整備を図るとともに、専門家派遣等を行い、
企業の経営革新を総合的に支援する。

（２）事業計画
①専門家派遣事業（平成１２～）２，２２０千円

創業者や中小企業者が抱える経営、技術、人材、情報化等に関する
問題に対して、民間の専門家を活用し、適切な診断・助言を行う。

・情報提供事業
（１）業務遂行方針

県内企業に対して、創業及び経営革新に関する情報をインターネッ
ト等を通じて提供する。

（２）事業計画
①情報基盤整備等事業（平成１２～）７，８６５千円

県内中小企業者に対しインターネット等を活用して情報提供するた
めに、センター内の情報機器等の基盤整備を行う。

②情報収集提供等事業（平成１２～）９７２千円

中小企業の経営に関する有用な情報を収集・提供する。

・取引推進事業
（１）業務遂行方針

県内企業の取引拡大、推進を図るため、発注開拓を実施し取引あっ
せんを行うとともに、取引機会を増やすための商談会の開催及び各種
調査の実施、首都圏発注開拓等による情報提供、さらには県内の大規
模事業等における地元企業の活用について要請等を行う。

（２）事業計画
①受発注取引推進事業（平成１２～）３，７５２千円

中小企業等の受注拡大のため、県内外登録企業の基本的な企業情報
等に係るデータベースシステムの構築及び周知媒体等による情報提供
を実施し、発注開拓や県内企業調査により受発注ニーズに係る情報収
集・提供及び取引あっせん等を行う。

②商談会等開催事業（平成１２～）１，９１２千円

県内企業の取引推進を図るため、東京都内において首都圏等の発注
企業を招聘して「北東北３県合同商談会」を開催する。また、県内に
おいても県内及び東北管内等の発注企業を招聘した「青森県受発注交
流商談会」を開催する。

③支援体制整備円滑化事業（平成１２～）３，７３８千円

中小企業等の取引等で生じた紛争について弁護士等を活用した相談
体制の整備、広域専門調査員の設置により、取引推進事業を円滑に実
施する。

④下請かけこみ寺事業（平成２０～）５１０千円

県内の取引に関する各種相談に対し、適切なアドバイス等を行うと
ともに、下請かけこみ寺本部での裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）によ
り、簡易・迅速な紛争解決を行う。

・小売商業支援事業



（１）業務遂行方針
意欲的な中小小売商業者の経営資質の向上を図るため情報収集・

提供事業を実施する。

（２）事業計画
①支援体制整備事業（平成１２～）４，２１８千円

小売商業に関する情報及び小売商業者の経営向上に資する書籍、専
門誌を収集・蓄積し、閲覧に供するとともに、データベースをＷｅｂ
サイトにより発信し、小売商業者等への情報の提供を促進する。

②調査分析事業（平成１２～）５７４千円

ア．調査分析事業
県内小売商業者の経営動向や先進的な商業事例等を調査・分析

し、小売商業者の経営の向上を支援する。
イ．「移動研究会」の開催

県内各地で小売商業者のグループや商店街を対象として「移動研
究会」を開催し、商業に関する情報提供・交換等を行う。

・起業化支援事業
（１）業務遂行方針

新しい技術や独創的なアイデアを武器に、新たな市場を開拓しよう
とする意欲と熱意のある起業家及び創造的企業（ベンチャー企業）の
輩出及び成長を一層推進する。

（２）事業計画
①創業・起業伴走型支援事業（平成２８～）１８，８００千円

創業者数の増加を図るため、県内全域への派遣などにより伴走型支
援を強化するとともに、商工団体職員等の創業・起業支援スキルアッ
プを図るための研修会を開催する。

②地域需要創造型等起業創業促進事業（平成２５～）５９９千円

独立行政法人中小企業基盤整備機構から委託を受け、平成２４年度

補正、平成２５年度補正創業補助金採択者の事業化状況を管理する。

・雇用創造支援事業
（１）業務遂行方針

成長分野において雇用支援の取組を重点的に展開し、本県における
安定的で良質な雇用を創造する。

（２）事業計画
①地域活性化雇用創造プロジェクト推進事業（平成２６～）

２０，５９９千円

県が国の採択を受け実施している「地域活性化雇用創造プロジェク
ト推進事業」の事業統括者及び地域人材コーディネーター等を配置し、
地域関係者のネットワークを構築して、本プロジェクトの効果的な推
進を図る。

２．地域技術事業化支援事業
（１）業務遂行方針

新事業や新産業の創出を図るため、地域技術を利用した事業化に向



けた取組に対して各種支援を実施する。

（２）事業計画
①あおもりクリエイトファンド連携事業（平成１９～）

ファンドを運営する無限責任組合員と連携し、既存投資先企業に対
する追加投資を含めた支援のための情報交換を定期的に実施する。

②ライフイノベーション加速化事業（平成２３～）２，５２３千円

産学連携や企業間連携による本県の優位性を生かした医療福祉機器
開発に向けた研究開発支援と人材の育成を推進する。

③あおもり産学官金イノベーション創出推進事業
（新規）１１，００９千円

オープンイノベーション推進コーディネーターを１名配置し、事
業案件の発掘、産学官金関係者による案件磨き上げ、試作開発、提
案書の取りまとめ、事業管理のフォロー等の支援を実施する。

④生産性向上による労働力減少対策事業（新規） ２，６０５千円

今後の人口減少社会の進展に伴う労働力減少に対応するため、県内
企業の経営者層の意識改革・ノウハウ取得に資するセミナーの開催や、専
門家による生産現場の作業効率化に向けた助言を行うなど、生産性向上
の支援を行う。

⑤地域イノベーション戦略支援プログラム推進事業
（平成２５～）２９，８５４千円

プロテオグリカン（以下「ＰＧ」）を核とした本県への「健康・美
容」関連産業クラスターの形成・拡大を図るため、地域プログラムの
総合調整機関として全体のマネージメントのほか、事業化促進や人材
育成等の支援を行う。

⑥ＰＧ消費者プロモーション事業（平成２７～） ６００千円

ＰＧ商品のユーザーを対象に競合成分（ヒアルロン酸・コンドロ
イチン・コラーゲン他）に対する優位性を証明するネット調査を企
画実施。その結果を、プロテオグリカンの機能性をＰＲする素材に
とりまとめ、各種媒体を通じて発信する。

⑦戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業
（平成２２～）助成額１６８，６１６千円

先進的かつ高度な技術による新産業・新事業の創出を図るために造
成した基金を活用し、県内企業に助成を行う。

⑧中小企業支援対策強化事業（平成２８～） ９００千円

県外に商品やサービス等を移出する「移出型企業」の創出・育成・
強化に重点的に取り組むとともに、当センターの活動報告等による支
援施策の利用促進を図る。

３．あおもり元気企業チャレンジ助成事業
（１）業務遂行方針

あおもり元気企業チャレンジ基金の運用益により創業又は中小企業
等が行う地域活性化のための事業に対し助成を行う。

（２）事業計画（平成１９～）助成額２３２，８７０千円

創業や経営の革新を行おうとする中小企業者等に対し、新商品・新
技術開発から販路開拓等までの幅広い分野を対象とした助成を行う。
ア．中小企業者等

・助成額 ５００万円以内



・助成割合 １／２以内（雇用創出が伴う事業、県の推進する戦略
等に基づく支援重点分野に関する事業
は２／３以内）

イ．産業支援機関等
・助成額 １００万円
・助成割合 １０／１０以内

４．設備貸与事業
（１）業務遂行方針

「小規模企業者等設備導入資金助成法」に基づき機械設備の割賦
・リース事業を実施してきたが、平成２６年度末で事業が廃止とな
ったことから、貸与先企業等に対して、経営相談、情報提供等の事
後訪問により、きめ細かな支援を行うとともに償還管理を行う。

（２）事業計画（平成１２～）４９，３１９千円

貸付先企業の償還管理を行う。

５．機械類貸与事業
（１）業務遂行方針

設備貸与事業を補完し、機械設備の割賦・リース事業を実施して
きたが、平成２６年度末で事業が廃止となったことから、貸与先企
業等に対して、経営相談、情報提供等の事後訪問により、きめ細か
な支援を行うとともに償還管理を行う。

（２）事業計画（平成１２～）１４９，１４４千円

貸付先企業の償還管理を行う。

６．設備資金貸付事業
（１）業務遂行方針

「小規模企業者等設備導入資金助成法」に基づき設備導入資金の
貸付事業を実施してきたが、平成２６年度末で事業が廃止となった
ことから、貸付先企業等に対して、経営相談、情報提供等の事後訪
問により、きめ細かな支援を行うとともに償還管理を行う。

（２）事業計画（平成１２～）６３１千円

貸付先企業の償還管理を行う。

７．震災対応事業
・東日本大震災に係る被災中小企業施設・設備

整備支援事業
（１）業務遂行方針

県及び独立行政法人中小企業基盤整備機構と連携し、地域の経済・
社会・雇用にとって重要な役割を果たす企業ネットワークの維持・再
構築等に資する復旧・復興事業に不可欠な施設・設備の復旧・整備に
対する補助事業（中小企業等グループ施設等復旧整備事業）を活用す
る中小企業等の自己負担分について、無利子貸付を実行した先の償還



管理を行う。

（２）事業計画（平成２３～）４，１７２千円

無利子貸付を実行した先の償還管理を行う。また、未利用の貸付原
資を県に返還する。

①貸付の状況
管理企業～６社７件（貸付額１，４８７，８１７千円）

・被災中小企業災害復旧資金利子補給助成事業
（１）業務遂行方針

日本政策金融公庫及び商工組合中央金庫の「東日本大震災復興特別
貸付」等の借入れを行う中小企業者のうち、地震・津波等により事業
所が全壊又は流失した中小企業者を対象として、融資を無利子化する
利子補給を行う。

（２）事業計画（平成２３～）５１０千円

当財団は金融機関を通じて申請を受け付け、中小企業基盤整備機構
からの補助金で各被災中小企業者へ給付する。

８．債務保証事業
（１）業務遂行方針

高度技術（研究開発・製品開発）を行う旧青森テクノポリス地域の
企業に対し、金融機関から低利率で必要資金の融資を受けた場合に、
その債務を保証し、技術の高度化を促進する。（平成１４年度以降、
新規の債務保証は行っていない。）

（２）事業計画（平成１２～）１千円

債務保証をした企業において、平成１８年度に代位弁済を履行した
ため回収業務を行う。（管理企業１社）

９．クリスタルバレイ等保証事業
（１）業務遂行方針

青森県のクリスタルバレイ構想の一環として、クリスタルバレイ構
想地域（六ヶ所村）及びその他県内に立地する液晶関連企業その他の
フラットパネルディスプレイ関連企業の起業や新事業創出等の支援を
行うため、クリスタルバレイ関連産業振興基金を造成し、この基金に
よる債務保証を通じて投資の円滑化を図りクリスタルバレイ産業の集
積を促進する。

（２）事業計画（平成１６～）

平成１８年度にクリスタルバレイ関連企業として債務保証（再保証）
を行い、平成２３年度にクリスタルバレイ関連産業振興基金から代位
弁済を履行したことから、損失負担金の回収について金融機関と連携
して事後管理を行う。（管理企業１社）

１０．ビジネスサポートステーション事業
（１）業務遂行方針



県内中小企業が首都圏でのビジネスチャンスを獲得するため、よ
り多くの商談機会の提供や成約までの伴走型支援等を行う。

（２）事業計画
①ビジネスサポートステーション事業

（平成２６～）１８，５４６千円

本県中小企業の企業競争力の強化を図るため、販路アドバイザー
等による伴走型でよりきめ細かなアドバイスや首都圏企業との個別
マッチングにより販路開拓を支援する。

②ビジネスサポートセンター運営事業
（平成２６～）１２，００６千円

県内中小企業に対し、大規模展示会への出展支援や、商談会等へ
の出展や、販売サイトの立上げ、首都圏等への新規営業拠点の設置
などに要する費用の一部を助成することにより、取引推進活動を支
援する。

１１．中小企業再生支援協議会事業
（１）業務遂行方針

経営環境の悪化しつつある青森県内の中小企業に対し、多種多様で
事業内容や課題も地域性が強いという中小企業の特性を踏まえ、地域
の関係機関や外部専門家等と連携して、きめ細かに中小企業が取り組
む事業再生を支援することにより、地域経済において、大きな役割を
果たす中小企業の活力再生を図る。

（２）事業計画
①中小企業再生支援協議会事業（平成１５～）

ア 窓口相談
専門的知識を有する職員を配置し、事業再生に意欲を持つ青森県

内の中小企業者からの申し出に対し、課題の解決に向けた適切な助
言、支援施策・支援機関の紹介を行う。
イ 再生計画策定支援

再生計画策定支援を行うことが適当であると判断した場合には、
外部専門家を活用しつつ、主要債権者等との連携を図りながら具体
的で実現可能な再生計画の策定支援を行う。
ウ フォローアップ

主要債権者と連携の上、外部専門家の協力を得て、再生計画策定
支援が完了した後の相談企業の計画達成状況等について、モニタリ
ングを行う。

②青森県経営改善支援センター事業
（平成２５～）５３，０３８千円

県内の中小企業・小規模事業者は、依然として厳しい経営環境に
置かれており、経営改善を必要とする事業者は少なくない。

当センターでは、これら事業者の為、関係機関と連携を図りなが
ら、経営改善計画の策定等の支援を行う。

③事業引継ぎ支援事業（平成２６～）２３，５４２千円
後継者不在などで、事業の引継ぎを検討する中小企業・小規模事

業者と、引き継ぐ意欲のある事業者等に対して、課題解決に向けた



適切な助言や、情報提供及びマッチング支援を実施するため設置し
ている「事業引継ぎ支援センター」の専門家を増員し、相談体制を
強化する。

１２．産業復興相談センター事業
（１）業務遂行方針

現下厳しい経済情勢の中で、経営環境の悪化しつつある中小企業の
再生支援の取組への強化が必要である。このため、相談体制を強化し、
中小企業者等の事業再生を通じて地域経済活性化を図る。

（２）事業計画
①青森県産業復興相談センター事業

（平成２３～）１５０，０００千円

事業者の再生（震災からの復興を含む）に向け、金融機関出身の専
門スタッフが直接・間接被害に関わらず幅広く事業者の相談に応じる
ほか、状況により公認会計士、税理士、中小企業診断士等の経験豊富
な職員と連携して、相談に対応する。

なお、二重債務問題での旧債権の買取等の場合は「㈱東日本大震災
事業者再生支援機構」へ取次を行うほか、後継者がいない、事業を引
継ぎたい等の場合は「事業引継ぎ支援センター」への取次ぎを行う。

②青森県中小企業再生支援利子補給助成金事業
（平成２５～）５３，０８８千円

東日本大震災及び原子力発電所の事故により経営に支障を来した中
小企業等が事業再建に取り組む際、相談や調整等を行っている間に旧
債務に係る利子相当額を補給する制度を扱う「独立行政法人中小企業
基盤整備機構」を介して、利子補給助成金事業を行う。

Ⅱ．公益目的事業２

１．若年者就職支援事業
（１）業務遂行方針

ジョブカフェあおもり内において、若年求職者やフリーター等の若
者を対象に、安定した雇用に結びつけるとともに若年労働者の早期離
職を防止するため、青森公共職業安定所の学卒部門（ハローワークヤ
ングプラザ）、あおもり若者サポートステーションと一体的運営を行
いながら雇用対策事業（就職支援セミナー･企業説明会の開催、若年
者に対する職場実習の実施、フリーター･年長フリーター等支援セミ
ナーの開催等）を行う。

（２）事業計画（平成１６～）４６，３１３千円 ※H28と同額

効果的な若年者雇用対策の推進を図るため、関係機関との連携によ
る以下の事業等を実施する。
①就職支援セミナー・企業説明会の開催（平成１６～）

４，９５８千円 ※H28と同額

高校生、大学生等、若年求職者を対象に就職支援セミナーや企業説
明会を開催する。



②中小企業職場見学会等の開催（平成１６～）６１７千円 ※H28と同額

地域中小企業に対する理解を深めるとともに若者の就労意欲を醸成
するため、若者と企業との交流の場としての職場見学会を開催する。

③フリーター等支援業務（平成１６～）４，３２６千円 ※H28と同額

フリーター等の常用雇用を促進するため、セミナー、相談会、企業見
学会等を開催する。

④内定者に対する講習会の開催（平成１６～）１，４５４千円
※H28と同額

若年者の職場定着や職業能力の向上を図るため、採用が内定した若
年者に対する講習会を開催する。

⑤チーム支援の実施（平成２３～）

若年者就職支援施設の一体的運営の強みを活かし、各施設の職員
がチームを組んで学卒未就職者等を短期間で就職に結びつける支援を
実施する。

２．ジョブカフェあおもり推進事業
（１）業務遂行方針

若年者を巡る厳しい雇用情勢の下、若年人材の育成と定着を図るた
め、生徒・学生、フリーター、若年求職者等に対し、カウンセリング
や各種セミナーなどの就職支援・人材育成サービスをきめ細かく提供
する事業を実施する。

（２）事業計画
①ジョブカフェあおもり運営事業（平成１６～）２２，７８７千円

若年者就職支援を推進するために設置されたジョブカフェあおもり
の運営を行う。

②ジョブカフェあおもり推進事業（平成１６～）２９，２５７千円

若年者就職支援のため、カウンセリング事業のほか、各地域のサテ
ライトスポットの運営及び若者サポートステーションとの共催事業を
実施する。

③就活応援・しごと定着事業（平成２８～）１，４８０千円

若年者の就業・定着促進を図るため、高校生及び保護者向けの就労
意識形成のためのセミナーを開催する。




